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5兆183億円

一般会計

• 福祉費が、高齢社会の進展により今後3%/年ずつ
増大

• 公債費が大幅に増加
• 人口減少社会における、税収入等の減少
• 三位一体改革の影響
• 地方交付税総額の削減

特別会計

• 高齢社会の進行に伴う給付費の増加(国保会計・
介護会計)

• 人口減少社会における料金収入の減少(高速鉄道
など)

• 新たな大規模投資(高速鉄道・中央市場など)
• 資産の時価と簿価差損の増大(土地先行取得など)

公債費

扶助費

人件費

その他

その他

予算の全体像(大阪府）

全体予算(平成22年度) 今後の傾向/リスク要因

その他

公債費

扶助費

人件費

その他

公共事業費

* 緊急経済対策分を除く

一般会計

3兆9,184億円

特別会計

1兆999億円

経常支出

投資
臨時経費

大阪府



府債残高の推移
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（億円）

実質府債残高
（税や交付税の代替として発行した地方債を除くもの）

減税補てん債、臨時税収補てん債、
臨時財政対策債、減収補てん債の計

（参考）府債残高の推移

大阪府
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3兆8,550億円

一般会計

1兆6,905億円

特別会計

2兆1,645億円

経常支出

一般会計

• 福祉費が、高齢社会の進展により今後3%/年ずつ
増大

• 公債費が大幅に増加
• 人口減少社会における、市税収入等の減少
• 三位一体改革の影響
• 地方交付税総額の削減

特別会計

• 高齢社会の進行に伴う給付費の増加(国保会計・
介護会計)

• 人口減少社会における料金収入の減少(高速鉄道
など)

• 新たな大規模投資(高速鉄道・中央市場など)
• 資産の時価と簿価差損の増大(土地先行取得など)

公債費

扶助費

人件費

その他

その他

投資
臨時経費

予算の全体像(大阪市役所）

全体予算(平成22年度) 今後の傾向/リスク要因

その他

公債費

扶助費

人件費

その他

公共事業費

* 緊急経済対策分を除く

大阪市
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大阪市予算の推移
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一般会計 特別会計

年度

(億円)
2兆
6,789億円

2兆
4,714億円

1兆
7,285億円

1兆
6,531億円

* 予算総額の伸び率（▲6.4%）は、 現行制度創設（昭和３９年度）以降、最大のマイナスとなっている

2兆
4,162億円

1兆
6,262億円

1兆
5,925億円

2兆
2,121億円

1兆
6,278億円

2兆
2,635億円

2兆
1,645億円

1兆
6,905億円

(見込)

大阪市
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23,798 24,445 25,071
27,392

29,164
31,489

34,892

38,053

41,041

45,133
47,588

49,807
51,804

53,476
54,762 55,196 55,022 54,253
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8,329 8,193 8,192 8,734 9,189
10,621

12,884
14,992

17,131
19,397

21,410
23,120

24,853
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27,979 28,693 28,792 28,932 28,170 28,087 28,052 28,339 28,539
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大阪市債残高の推移

ピーク

* ・平成2年度には、NTT無利子貸付金を含む
・一般会計の平成18年度以降には、市立大学の公立大学法人移行分を含む
・一般会計の平成19年度以降には、特別会計へ移行した夢洲土地造成事業を含まない

(億円)

(年度)
(見込み)(予算)

全会計分

一般会計
分のみ

大阪市



大阪市役所の財政状況

(注) 経常経費と市税は1986年度決算＝100とする指数。経常収支比率は実績値

(%)

市税収入は落ちて
いるのに、経常経費
は上昇していた

経常経費

市 税

経常収支比率

(年度)
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大阪市


